
第17号様式記載要領
１　　この給与支払報告書（以下「報告書」という。）は、地方税法（以下「法」という。）第317条の６

第１項又は第３項に規定する給与について使用してください。
２　　給与の支払をする者で、給与所得について所得税を源泉徴収する義務のあるものは、次により関係
市町村に報告書を提出してください。

（イ）　１月１日現在において給与の支払を受けている者　１月31日まで
（ロ）　給与の支払を受けている者のうち給与の支払を受けなくなったもの　退職した年の翌年の１月31日

まで
３　　「指定番号」欄には、提出先の市町村が定める指定番号を記載してください。
４　　「給与の支払期間」欄には、「報告人員の合計」欄で計上された人員に給与を支払った期間を記載し
てください。

５　　「給与支払者の個人番号又は法人番号」欄には、給与支払者の個人番号（行政手続における特定の個
人を識別するための番号の利用等に関する法律第２条第５項に規定する個人番号をいう。以下同じ。）
又は法人番号（同条第16項に規定する法人番号をいう。）を記載してください。なお、個人番号を記
載する場合は、左側を１文字空けて記載してください。

６　　「給与支払者が法人である場合の代表者の氏名」欄には、経理責任者の職氏名を記載してください。
給与支払者が国の機関である場合には、国の機関名を記載してください。

７　　「連絡者の氏名、所属課、係名及び電話番号」欄には、この報告書について応答する者の氏名、所属
課、係名及びその電話番号を記載してください。

８　　「関与税理士等の氏名及び電話番号」欄には、税理士等が報告書を作成する場合に、報告書に関する
問合せ先となる税理士等の氏名及び電話番号を記載してください。

９　　「受給者総人員」欄には、１月１日現在において給与の支払をする事務所、事業所等から給与等の支
払を受けている者の総人員を記載してください。

10　　「特別徴収対象者」欄には、提出先の市町村に対して「給与支払報告書（個人別明細書）」を提出す
る者で、特別徴収の対象となるものの人員を記載してください。

11　　「普通徴収対象者（退職者）」欄には、提出先の市町村に対して「給与支払報告書（個人別明細書）」
を提出する者で、普通徴収の対象となるもののうち退職者の人員を記載してください。

12　　「普通徴収対象者（退職者を除く）」欄には、提出先の市町村に対して「給与支払報告書（個人別明
細書）」を提出する者で、普通徴収の対象となるもののうち退職者を除いた人員を記載してください。

13　　「報告人員の合計」欄には、「特別徴収対象者」欄、「普通徴収対象者（退職者）」欄及び「普通徴収
対象者（退職者を除く）」欄の人員の合計を記載してください。

14　　「給与の支払方法及びその期日」欄には、月給、週給等及び毎月20日、毎週月曜日等と記載してくだ
さい。

令和８年度（令和７年分）給与支払報告書（総括表）
２月２日までに提出してください。
※総括表はA5サイズで1枚、個人別明細書は
　A5サイズで1人につき1枚を提出してください。

追　　加
訂　　正

令和　　　年　　　月　　　日提出

令和　　　年　　　月分から　　　月分まで
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第17号様式記載要領
１　　この給与支払報告書（以下「報告書」という。）は、地方税法（以下「法」という。）第317条の６第
１項又は第３項に規定する給与について使用してください。

２　　給与の支払をする者で、給与所得について所得税を源泉徴収する義務のあるものは、次により関係市
町村に報告書を提出してください。

（イ）　１月１日現在において給与の支払を受けている者　１月31日まで
（ロ）　給与の支払を受けている者のうち給与の支払を受けなくなったもの　退職した年の翌年の１月31日

まで
３　　「指定番号」欄には、提出先の市町村が定める指定番号を記載してください。
４　　「給与の支払期間」欄には、「報告人員の合計」欄で計上された人員に給与を支払った期間を記載し
てください。

５　　「給与支払者の個人番号又は法人番号」欄には、給与支払者の個人番号（行政手続における特定の個
人を識別するための番号の利用等に関する法律第２条第５項に規定する個人番号をいう。以下同じ。）
又は法人番号（同条第15項に規定する法人番号をいう。）を記載してください。なお、個人番号を記載
する場合は、左側を１文字空けて記載してください。

６　　「給与支払者が法人である場合の代表者の氏名」欄には、経理責任者の職氏名を記載してください。
給与支払者が国の機関である場合には、国の機関名を記載してください。

７　　「連絡者の氏名、所属課、係名及び電話番号」欄には、この報告書について応答する者の氏名、所属
課、係名及びその電話番号を記載してください。

８　　「関与税理士等の氏名及び電話番号」欄には、税理士等が報告書を作成する場合に、報告書に関する
問合せ先となる税理士等の氏名及び電話番号を記載してください。

９　　「受給者総人員」欄には、１月１日現在において給与の支払をする事務所、事業所等から給与等の支
払を受けている者の総人員を記載してください。

10　　「特別徴収対象者」欄には、提出先の市町村に対して「給与支払報告書（個人別明細書）」を提出す
る者で、特別徴収の対象となるものの人員を記載してください。

11　　「普通徴収対象者（退職者）」欄には、提出先の市町村に対して「給与支払報告書（個人別明細書）」
を提出する者で、普通徴収の対象となるもののうち退職者の人員を記載してください。

12　　「普通徴収対象者（退職者を除く）」欄には、提出先の市町村に対して「給与支払報告書（個人別明
細書）」を提出する者で、普通徴収の対象となるもののうち退職者を除いた人員を記載してください。

13　　「報告人員の合計」欄には、「特別徴収対象者」欄、「普通徴収対象者（退職者）」欄及び「普通徴収
対象者（退職者を除く）」欄の人員の合計を記載してください。

14　　「給与の支払方法及びその期日」欄には、月給、週給等及び毎月20日、毎週月曜日等と記載してくだ
さい。

令和７年度（令和６年分）給与支払報告書（総括表）
１月31日までに提出してください。
※総括表はA5サイズで1枚、個人別明細書は
　A5サイズで1人につき1枚を提出してください。

追　　加
訂　　正

令和　　　年　　　月　　　日提出

令和　　　年　　　月分から　　　月分まで
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普 通 徴 収 切 替 理 由 書 

 

 
 
 

○普通徴収とする場合は、個人別明細書の摘要欄に該当する符号(普Ａ、普Ｂなど)を記入してください。 

○この普通徴収切替理由書の提出がない場合、原則どおり特別徴収対象者となります。 

○ｅＬＴＡＸ等の電子媒体で給与支払報告書を提出する場合は、該当する方 「普通徴収」欄に必ずチェック 

を入力し、摘要欄に符号(普Ａ～普Ｆ)の入力をお願いします。(※普通徴収切替理由書の添付は不要です｡)

 
符号 普通徴収切替理由 人数

 普Ａ
総従業員数が２人以下 
(１月１日現在において給与等の支払を受けている者の人数から、「普Ｂ」～「普Ｆ」に該当する 
すべての(他市区町村分を含む)従業員数を差し引いた人数)

人

 普Ｂ 他の事業所で特別徴収(乙欄該当者など)
人

 普Ｃ 給与が少なく税額が引けない(住民税非課税の場合など)
人

 普Ｄ 給与の支払が不定期(給与の支払が毎月でないなど)
人

 普Ｅ 事業専従者(個人事業主のみ対象)
人

 
普Ｆ 退職者又は退職予定者(５月末日まで)

人

 合 計
人

 市町村名 坂 東 市 指定番号

 給与支払者の 
名称又は氏名



Y
1
0
×
T
2
4
0
A
1
2
4
3
6
R
C
－
5イ スミ

ロ 金赤

坂

東

市

給与（住民税）担当 御中

坂東市役所 総務部 課税課 市民税係
〒３０６－０６９２
茨城県坂東市岩井４３６５番地
TEL ０２９７－３５－２１２１（代表）

内線 １１３２・１１３４
０２９７－２１－２２１３（課税課直通）

市町村コード ０８２２８７

令和　年度給与支払報告書提出についてのお願い
令和　年１２月 茨城県坂東市

市民税・県民税の特別徴収事務につきましては、日頃より格
別のご協力をいただき厚くお礼申し上げます。さて、本年も報
告書を提出していただく時期になりましたが、下記事項にご注
意のうえ、１月末日までに提出をお願いします。

１．給与支払報告書（個人別明細書）は１名につき１枚ずつお送りください。

２．給与支払報告書の氏名には必ずフリガナをふり、生年月日と個人番号を記入して
ください。

３．扶養親族の氏名、個人番号を必ず記入してください。扶養親族欄に収まりきらな
い場合は、摘要欄に氏名を記入し、個人番号を右下の「５人目以降の控除対象扶
養親族又は１６歳未満の扶養親族等の個人番号」欄に記入してください。

４．支払金額に前職分が含まれる場合は、前職分の支払者・所在地・支払金額・源泉
徴収税額・社会保険料の金額・退職年月日を摘要欄に必ず記入してください。

５．表記の所在地、名称等に誤りがある場合は、その箇所を朱書で訂正してください。

６．税理士等に事務を依頼している場合は、この通知を担当の方にお渡しください。

※切り取って宛名にご使用ください

〒３０６－０６９２
茨城県坂東市岩井４３６５番地

坂東市役所 総務部 課税課 行

令
和

　
年
度
（
令
和

　
年
分
）
給
与
支
払
報
告
書
（
総
括
表
）

坂
東
市
長

あ
て

令
和

年
月

日
提
出

※

種
別

※

指
定
番
号

※

給
与

の
支
払
期
間

令
和

年
月
分
か
ら

月
分
ま
で

給
与
支
払
者
の

個人
番号
又は
法人
番号

フ
リ
ガ
ナ

給
与
支
払
者
の

氏
名
又
は
名
称

印

所
得
税
の
源
泉
徴
収

を
し
て
い
る
事
務
所

又
は
事
業
の
名
称

フ
リ
ガ
ナ

同
上
の
所
在
地

〒

給
与
支
払
者
が

法
人
で
あ
る
場
合

の
代
表
者
の
氏
名

連
絡
者
の
氏
名
、

所
属
課
、
係
名

及
び
電
話
番
号

関
与
税
理
士
等
の
氏
名

及
び
電
話
番
号

事
業
種
目

受
給
者
総
人
員

（他
市町
村人
員含
）

坂 東 市 へ の 報 告 人 員

特
別
徴
収

対
象
者

普
通
徴
収

切
替
理
由

書
の
合
計

報
告
人
員

の
合
計

所
轄

税
務
署
名

給
与
の
支
払
方
法

及
び
そ
の
期
日

納
入
書
の
送
付

人 人 人 人

税
務
署

必
要
・
不
要

※
普
通
徴
収
と
す
る
場
合
、
普
通
徴
収
切
替
理
由
書
の
提
出
が
必
要
で
す
。

提
出
が
な
い
場
合
又
は
摘
要
欄
に
符
号（
普
Ａ
～
Ｆ
）の
記
載
が
な
い
場
合
は
、
特
別
徴
収
と
な
り
ま
す
。

○
「
給
与
支
払
者
の
個
人
番
号
又
は
法
人
番
号
」
欄
に
は
、
個
人
事
業
主
の
場
合
は
個
人
番
号
を
、
法
人
の

場
合
は
法
人
番
号
を
記
入
し
て
く
だ
さ
い
。
な
お
、
個
人
番
号
を
記
入
す
る
場
合
は
、
左
側
を
１
文
字
空

け
て
く
だ
さ
い
。

茨 城 県 坂 東 市 提 出 用

【普通徴収切替理由書の記入提出要領】

１

２

３

４

普通徴収切替理由書は、普通徴収を認める基準（普Ａ～普Ｆ）を示すものです。

普通徴収を認める基準に該当し、普通徴収に切り替える受給者がいる場合は、給与支払報告書の摘要欄に符号（普Ａ～普Ｆ）を記入

し、その人数を普通徴収切替理由書の「人数」欄に記入のうえ、給与支払報告書と併せて提出してください。

普通徴収に該当する方がいる場合は、普通徴収の方の個人別明細書の前に挿入し、図のように総括表や他の個人別明細書と合冊して

提出してください。

ｅＬＴＡＸ等の電子媒体で給与支払報告書を提出する場合は、該当する方の「普通徴収」欄に必ずチェックを入力し、摘要欄に符号

（普Ａ～普Ｆ）の入力をお願いします。（※普通徴収切替理由書の添付は不要です｡）

＜提出時の綴り方＞
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普通徴収切替理由書

個人別明細書
（普通徴収分）

普
通
徴
収
切
替
理
由
書

市
町
村
名

給
与
支
払
者
の

名
称
又
は
氏
名

坂
東

市
指
定
番
号

符
号

普
Ａ

普
Ｂ

普
Ｃ

普
Ｄ

普
Ｅ

普
Ｆ

普
通

徴
収

切
替

理
由

人
数

総
従
業
員
数
が
２
人
以
下

（
１
月
１
日
現
在
に
お
い
て
給
与
等
の
支
払
を
受
け
て
い
る
者
の
人
数
か
ら
、「
普
Ｂ
」～
「
普
Ｆ
」に
該
当
す
る

す
べ
て
の（
他
市
区
町
村
分
を
含
む
）従
業
員
数
を
差
し
引
い
た
人
数
）

他
の
事
業
所
で
特
別
徴
収
（
乙
欄
該
当
者
な
ど
）

給
与
が
少
な
く
税
額
が
引
け
な
い
（
住
民
税
非
課
税
の
場
合
な
ど
）

給
与
の
支
払
が
不
定
期
（
給
与
の
支
払
が
毎
月
で
な
い
な
ど
）

事
業
専
従
者
（
個
人
事
業
主
の
み
対
象
）

退
職
者
又
は
退
職
予
定
者
（
５
月
末
日
ま
で
）

合
計

人 人 人 人 人 人 人

○
普
通
徴
収
と
す
る
場
合
は
、
個
人
別
明
細
書
の
摘
要
欄
に
該
当
す
る
符
号（
普
Ａ
、
普
Ｂ
な
ど
）を
記
入
し
て
く
だ
さ
い
。

○
こ
の
普
通
徴
収
切
替
理
由
書
の
提
出
が
な
い
場
合
、
原
則
ど
お
り
特
別
徴
収
対
象
者
と
な
り
ま
す
。

○
ｅ
Ｌ
Ｔ
Ａ
Ｘ
等
の
電
子
媒
体
で
給
与
支
払
報
告
書
を
提
出
す
る
場
合
は
、
該
当
す
る
方
の「
普
通
徴
収
」欄
に
必
ず
チ
ェ
ッ
ク

を
入
力
し
、
摘
要
欄
に
符
号（
普
Ａ
～
普
Ｆ
）の
入
力
を
お
願
い
し
ま
す
。（
※
普
通
徴
収
切
替
理
由
書
の
添
付
は
不
要
で
す
｡）


